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2.研 究方法と調査対象の概要

1)研 究方法

研究目的にしたがって、調査はバリアフリー先進県

宣言を行っている二重県に位置し、全国有数の観光地

でもある伊勢志摩地域の宿泊施設を対象に行った。調

査対象は 「鳥羽市観光協会公式ガイ ド」に記載されて

いた旅館 ・ホテルである。

調査方法は訪間と郵送によるアンケー ト調査で、記

入は宿泊施設の経営、あるいは現場の責任者に依頼し

た。調査時期は 2003年 10月から 12月である。

調査の結果、37件 の有効サンプルを得た。配布 0回

収状況を表 1に示す。

表 1 調 査対象
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2)調 査対象の概要

調査対象の概要を表 2に示す。所在地は鳥羽市街地

区が 4割 と最も多い。創業年は 1960年代と 1970年代

に集中しており、営業形態は旅館が圧倒的である。ま

た、収容可能人数では、100人以下が半数を占め、比

較的小規模な宿泊施設が多い。

調査対象建物の概要について表 3に示す。建物の建

築年度は 1960年代後半から 1980年代前半に集中して

いる。建物の工法は鉄筋造が最も多 く、次いで鉄骨造

となっている。階数は 5階以下がほとんどであり、平

均 4.3階である。部屋数は、和室が平均 27.6室、洋

室が平均 2.8室、和洋室が平均 0.8室であるが、洋室

と和洋室を持たない宿泊施設が多い。
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1.は じめに

高齢化率の急激な増加、ノーマライゼーション、バ

リアフリーの考え方の浸透により、我が国では 1990

年代頃から障害者や高齢者にも配慮したまちづくりが

推進されてきている。そうした社会状況の中、人々の

観光や旅行に対する欲求の高まりも受けて、近年では

観光のバリアフリ=化 が注目を集めている。

観光のバリアフリー化とは、高齢者や障害者も含め

たすべての人が観光を楽しむことができる環境をつく

ることをいう。ここでいう 「バリア (障壁)」には、

大きく分けて、道路や建物の利用の妨げとなる段差や

整備の不備等の くハー ド面のバリア〉と、障害者に対

する無知や無関心からくる偏見や不十分なサービス等

の くソフト面のバリア〉の 2つ があり、観光のバリア

フリー化を実現するためには、これらの 「バリア」を

取り除いていく必要がある。

しかし、観光のパリアフリー化が推進される一方で、

偏見による障害者の宿泊拒否問題
D～υ
等が明るみとなっ

ており、観光業者側、その中でも特に宿泊施設の対応

の不備が指摘されている8

これまで、宿泊施設のバリアフリー化に関しては、行

政や NPOに よる調査がいくつか行われているが、研究

についてはほとんど行われていない。わずかにみられる

研究も、特定施設の事例研究にとどまっており、また、

ハード面以外の側面からの検討は行われていない
鋤
。

そこで、本研究では、全国有数の観光地である伊勢

志摩地域に焦点を当て、宿泊施設のバリアフリー化の

現状や経営者の意識をとらえるとともに、その経営者

の意識がバリアフリー化の実態とどのような関連があ

るかを明らかにすることを目的とする。

宿泊拒否等が大きな社会問題となっている中、経営

者を対象に調査を行うことは大きな意義があると考え

られる。
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のバリアフリー化に対する消極的な考え方に対して、

「そう思う」の割合は、く営業形態〉で、「旅館」「ホテ

ル」がそれぞれ約 2割 と、違いはそれほどみられない

が、これに 「どちらでもない」をあわせると、「旅館」

が約 6割 となり、ホテルよりも旅館の方がバリアフリー

化に対して消極的な経営者が多いといえる。

〈収容人数〉でみると、「100人以下」「101人以上」

がそれぞれ約 2割 とそれほど違いはないが、 これに

「どちらでもない」をあわせると、「100人以下」が約

8割 、「101人以上」が 5割弱となり、規模の大きな宿

泊施設よりも規模の小さな宿泊施設の方がバリアフリー

化に対 して消極的な経営者が多いと考えられる。

〈本館建築年〉については、「1974年以前」が 2害J、

「1975年以後」が 3割 弱と、本館の建築年が古い宿泊

施設よりも新しい宿泊施設の方が、資金面でバリアフ

リー化に対して消極的な傾向がみられる。

② 建 物が持つ雰囲気との関連

建物が持つ雰囲気との関連について、図 5-2に 示す。

「バリアフリー化は建物の雰囲気を損ねるので気が

進まない」という建物の雰囲気からのバリアフリー化

に対する消極的な考え方に対 して、「そう思わない」

の割合は、〈営業形態〉〈収容人数〉〈本館建築年〉の

各項目ともに6割 前後と、大きな違いはみられない。
一方、「そう思う」の割合は、く本館建築年〉で 「1974

年以前」が 2割 弱、「1975年以降」が 1割弱と、本館

建築年の新しい宿泊施設よりも古い宿泊施設の方が、

建物の雰囲気を重視し、バリアフリー化に対して消極
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図 5-2 建 物が持つ雰囲気との関連
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的な傾向があるといえる。

③ 経 営者が考えるバリアフリー化に対して消極的な

理由と宿泊施設との関連

経営者が考えるバリアフリー化に対 して消極的な理

由との関連について、図 5-3～ 5-5に 示す。

「バリアフリー化を行ってもそれがすべての人に適

するわけではない」という理由に対して、「そう思う」

とする割合は、〈本館建築年〉では、「1974年以前」

が約 4割 、「1975年以降」が 1割強である。
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図5-3 バ リアフリー化に消極的な理由との関連①
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図5-4 バ リアフリー化に消極的な理由との関連②
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